
公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

射撃試験のための作業役務
（その２）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月13日

ダイキン工業株式会社
大阪府大阪市北区梅田
１丁目１３番１号
大阪梅田ツインタワー
ズ・サウス

8120001059660

本件の履行にあたっては、レールガ
ン弾丸の設計及び取り扱いに関する
知識及び技術を有していることが必
要不可欠であり、公募を実施した
が、応募者が契約相手方１者のみで
あったため。
（会計法２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

7,295,200 -

衛星通信構築役務
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月15日
株式会社日本デジコム
東京都中央区日本橋茅
場町２－１－１

7010001063732

本件の履行にあたっては、試験艦あ
すかに搭載された衛星通信装置の機
能及び性能を熟知していることが必
要不可欠であり、公募を実施した
が、応募者が契約相手方１者のみで
あったため。
（会計法２９条の３第４項）

5,719,800 5,631,800 98.46%

船内計測支援役務
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月16日
株式会社フォトロン
東京都千代田区神田神
保町一丁目１０５番地

7010001136331

本件の履行にあたっては、米軍で採
用された実績のある暗号化装置及
び、長距離伝送装置による映像シス
テムの構築の知識及び技術を有して
いることが必要不可欠であり、公募
を実施したが、応募者が契約相手方
１者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

17,938,800 17,600,000 98.11%

器材借上（その１）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月22日
株式会社アクティオ
東京都中央区日本橋3-
12-2

6010001034494

本件は競争に付した結果、予定価格
の制限に達した者がいないことによ
り再度入札を行ったが、落札者がい
なかったため。
（根拠法令：会計法第２９条の３第
５項、予決令第９９条の２）

25,953,400 25,850,000 99.60%

射撃試験のための作業役務
（その３）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月26日

ニチコン株式会社
京都府京都市中京区烏
丸通御池上る二条殿町
５５１番地

2130001022029

本件の履行にあたっては、コンデン
サバンクの設計及び取り扱いに関す
る知識及び技術を有していることが
必要不可欠であり、公募を実施した
が、応募者が契約相手方１者のみで
あったため。
（会計法２９条の３第４項）

17,839,800 17,836,500 99.98%

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

射撃試験のための飛しょう
体計測作業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月26日
株式会社ノビテック
東京都渋谷区恵比寿１
丁目１８番１８号

8011001039795

本件の履行にあたっては、レールガ
ン弾丸の飛しょう状況計測及び弾道
レーダの取り扱いに関する知識及び
技術を有していることが必要不可欠
であり、公募を実施したが、応募者
が契約相手方１者のみであったた
め。
（会計法２９条の３第４項）

24,241,800 23,782,000 98.10%

射撃試験のための作業役務
（その１）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月30日
株式会社日本製鋼所
東京都品川区大崎１丁
目１１番１号

5010701019531

本件の履行にあたっては、電磁加速
装置の設計及び取り扱いに関する知
識及び技術を有していることが必要
不可欠であり、公募を実施したが、
応募者が契約相手方１者のみであっ
たため。
（会計法２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

44,110,000 -

多目的自律走行ロボットの
うち装輪車両ロボットの改
修役務（その２）
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月30日
日本電気株式会社
東京都港区芝5丁目7番
1号

7010401022916

本件の履行にあたっては、多目的自
律走行ロボットの機能、性能及び構
造に関する知識並びに技術及び無人
化機能付加システムの機能、性能及
び構造に関する知識並びに技術を有
していることが必要不可欠であり、
公募を実施したが、応募者が契約相
手方１者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

41,800,000 -

数値解析プログラムソフト
ウェアのうちLS-DYNAのライ
センス更新等
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月30日

伊藤忠テクノソリュー
ションズ株式会社
東京都港区虎ノ門４丁
目１番１号

2010001010788

本件の履行にあたっては陸上装備研
究所所有の数値解析プログラムソフ
トウェア（ANSYS社 LS-DYNA）のライ
センス権限、知識及び技術を有して
いることが必要不可欠であり、公募
を実施したが、応募者が契約相手方
１者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

13,975,500 13,975,500 100.00%

試験状況撮影・編集作業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月30日
有限会社タイプエス
群馬県前橋市荒牧町２
丁目５０番地２８

8070002007459

本件の履行にあたっては、国内生産
品を用いたドローンを保有し、離発
着場が移動かつ動揺している洋上に
おける飛行技術・実績及びドローン
搭載ＧＰＳ等の計測機器が不安定に
なる艦体（磁性体）での離発着技
術・技量を有していることが必要不
可欠であり、公募を実施したが、応
募者が契約相手方１者のみであった
ため。
（会計法２９条の３第４項）

13,126,300 12,980,000 98.89%



公益法人
の区分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

弾頭部組立等作業
１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和7年5月30日

ダイキン工業株式会社
大阪府大阪市北区梅田
１丁目１３番１号
大阪梅田ツインタワー
ズ・サウス

8120001059660

本件の履行にあたっては、島嶼防衛
用高速滑空弾の要素技術（その３）
及び（その４）の研究試作のうち弾
頭・信管に関する設計及び製造に関
する知識及び技術、及び火薬類取締
法（昭和２５年法律第１４９号）で
定める資格要件を有していることが
必要不可欠であり、公募を実施した
が、応募者が契約相手方１者のみで
あったため。
（会計法２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

16,368,000 -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


